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論 文 内 容 の 要 旨
Ⅰ　本論文のテーマと課題の設定
　近年、わが国においては、退職労働者による「営業秘密」等の漏洩・流出が頻発するようになっており、
不正競争防止法違反等を理由に民刑事責任の対象となる事例が増加し、マスコミ報道等でも注目されるとこ
ろとなっている。雇用契約関係からみるとき、経営者である使用者は、こうした「営業秘密」等の情報漏え
いや顧客の引きさらいといったリスクの高まりに対処するために、労働者の在職中あるいは退職後に、労働
者が職務上知り得た秘密を漏洩しない義務を定める「秘密保持特約」を労働者と締結したり、これを実質的
に担保するために、使用者と競業関係にある同業他社に転職したり、これを起業したりしない競業避止義務
を労働者に負わせる「競業禁止特約」を締結することが一般的となっている。
　そして、不正競争防止法上の「営業秘密」を使用した競業については、同法の規制によって、雇用契約上
の「競業禁止特約」等の根拠がない場合でも、使用者による競業制限を可能としてきた。これに対して、不
正競争防止法上の「営業秘密」に該当しない情報等を使用した競業等を制限する場合には、特に退職後の競
業禁止について、個別の雇用契約での「競業禁止特約」の締結や就業規則等での明文の根拠が必要であると、
従来のわが国の労働法学説・労働判例は解してきたところである。
　ただし、雇用関係の終了後の競業避止義務を定める「競業禁止特約」（以下、「競業禁止特約」とのみいう）
が、いかなる場合に有効と認められるのかにつき労働法の分野において長らく議論がなされてきたところで
ある。この問題については、使用者の「営業秘密」や「顧客情報」といった経営資源の保護と、労働者の転
職・起業の自由との調整の問題として議論されてきた。
　そして、有効性の判断基準として、これまで、「競業禁止特約」に「合理性」があるかどうか、という「合
理性」基準が一般的基準として提示されてきた。ただし、この「合理性」基準については、合理性判断に当
たり考慮されるべき事情として一体、何を考えるのか、そして、その事情をどう評価するのかにつき、学説、
判例上に見解の対立があり、「競業禁止特約」が有効か否かの結論に違いを生んできた。そのため「合理性」
判断の結論に関する「予測可能性」に問題のあることが指摘され、この点を本論文も法的処理の「不確実性」
の問題として、この問題の解消のために合理性判断の基準をどのように構成すべきかを、検討を要する第１
の課題として提示している。
　さらに、「競業禁止特約」の有効性判断の問題について、本論文は、わが国における技術革新の一層の促
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進の必要性という観点を考慮すべきことを指摘している。これが第２の課題である。この点は、樫原氏が日
本法政学会等で、法政策的な視点からの法解釈のあり方の問題として問題提起を行ってきた点である。そこ
には、わが国の労働法学説や判例においては、労働者の流動性が高まりつつある実態や技術革新の促進の要
請の視点から「競業禁止特約」の有効性判断についての検討が不十分であるとの問題意識がある。
　英米においては、労働者の流動性がわが国に比して格段に高い社会状況もあって、「競業禁止特約」の活
用に関して長い歴史があり、「競業禁止特約」の有効性判断における「不確実性」の問題や、使用者の「営
業秘密」「顧客情報」等の保護と技術革新に向けての労働者の転職ないし起業との両立という課題を含めて、
「競業禁止特約」の有効性の問題について、これまで多くの裁判例の積み重ねと学説の議論がある。
　本論文は、英米法、特にアメリカ法における「競業禁止特約」の有効性についての法的処理の実際を比較
法的に考察することを通じて、先の２つの課題を中心に、わが国労働法学における「競業禁止特約」法理の
再検討に向けて、多くの示唆を得ようとするものである。
　以上のとおり、わが国おいてこのテーマの重要性が近時ますます高まりつつあること、その一方で、先の
ような問題意識に基づく比較法研究を試みた先行研究が乏しいことを考えると、本論文における先のような
２つの問題意識に基づく比較法研究のテーマと課題の設定は、博士論文としてまとめるに十分に値するもの
と評価できる。
    
Ⅱ　本論文の構成と内容
　１　論文の構成
　本論文は、「アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約に関する研究ー判例法理の展開を中心にー」
というタイトルで、007年以降約0年にわたり、樫原氏が、摂南大学の研究紀要（「摂南法学」）及び日本法
政策学会の学会誌（「法政論叢」）に公表した0本の査読付論文を９章にわたり再構成した論文である。
　本論文は、以下の４つの部分から成るものと説明することができる。
　ⅰ　「競業禁止特約」の有効性に関して、アメリカの立法・判例に影響を与えたイギリス判例およびイギ
リス法に独自の法理の分析・評価と、アメリカの連邦レベルの立法・判例および州レベルの判例の分析・
検討
　　第１章：「雇用関係の終了後の競業禁止特約―英米における競争制限の法的規制の歴史的背景を中心に」
（摂南法学第46号（03）１頁 -8頁）
　　第２章：「企業の営業上の秘密保持義務と競業避止契約―イギリスにおけるガーデン・リーヴの法理を
めぐって」（法政論叢（日本法政学会）第44巻２号（008）65頁－77頁）
　　第３章：「企業の営業秘密の保護と競業避止契約―アメリカの競業禁止条項とイギリスのガーデン・リー
ヴ条項の比較をめぐって」（摂南法学第38号（008）１頁－4頁）
　ⅱ　「競業禁止特約」に関わる個別問題（引抜き禁止特約・解雇事例における特約の有効性・「不可避的開
示」の法理）の各分析・評価
　　第４章：「アメリカにおける被用者引抜き禁止契約の強制可能性―ケンタッキー州の裁判例を中心に」
（摂南法学第47号（03）09頁－40頁）
　　第５章：「被用者の解雇と競業禁止条項の強制可能性―アメリカにおける判例法理の展開を中心に」( 法
政論叢第48巻号（009）5頁－35頁）
　　第６章：「企業の営業秘密の保護と競業禁止契約―アメリカにおける不可避的開示の法理をめぐって」
（摂南法学第36号（007）１頁－5頁）
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　　　　　　「企業の営業秘密の保護と競業禁止契約―アメリカにおける不可避的開示の法理をめぐって
（完）」（摂南法学第37号（007）１頁－9頁）
　ⅲ　「競業禁止特約」をめぐり英米法から得られた知見の整理と検討
　　第７章：「雇用関係終了後の競業禁止特約の再検討―アメリカにける被用者の移動ルールの効用をめぐ
る議論を手がかりに」( 摂南法学第48号（04）48頁－84頁）
　　第８章：結論
　　　　　　「アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約の研究序説―判例法理の展開を中心に」（摂
南法学第50号（05）１頁－9頁）
　ⅳ　補論
　　第９章：「アメリカプロスポーツ代理人に対する競業禁止の契約的合意の強制可能性―プロスポーツ選
手の代理人選任の自由をめぐって―」（法政論叢第48巻号（0）98頁－09頁）　
　以上の構成に従いつつ、各論文の概略を以下に説明する。
　２　各章の概略
　ⅰ　「競業禁止特約」の有効性に関して、アメリカの立法・判例に影響を与えたイギリス判例およびイギ
リス法に独自の法理の分析・評価と、アメリカの連邦レベルの立法・判例および州レベルの判例の分析・
検討に関わる第１章から第３章について
　⑴　本論文は、まず、第１章において、アメリカにおける「競業禁止特約」の有効性判断の手法が、イギ
リスにおけるコモン・ロー上の法的処理に起源を持つとして、イギリスでの「競業禁止特約」の誕生の歴史
的経緯と「競業禁止特約」に関連する400年代から800年代までの判例について分析している。
　その分析によれば、イギリスにおける「競業禁止特約」の起源は、徒弟制度において親方が弟子の独立を
制限する手法としてこれを用いた時期にまで遡ることができるとする。コモン・ローの歴史の初期段階にお
いては、特約それ自体が取引の一般的制限とみなされて、イギリスの伝統的な徒弟制度のルールに反し、法
的に「当然に無効（invalid per se）」であるとされ、場合によっては犯罪とみなす判例が400年代の初めか
らみられる点が明らかにされている。
　そして、イギリスにおいて資本主義が発達し、徒弟制度に代わって「競業禁止特約」が事業を守る手法と
して一般化する中で、その有効性について、7年の判例（ミッチェル対レイノルズ事件判決）が、一方で、
特約締結の根拠である契約自由の法理の重要性を認めつつも、他方で、「合理の原則（rule of reason）」と
呼ばれる有効性判断の包括的基準を初めて提示した点が特に指摘されている。
　本論文は、この判例がアメリカにおいて独占禁止法の中心をなしている890年の「シャーマン（反トラス
ト法）・Sherman（Anti-trust）Act」の展開や判例による「合理性」基準の採用とその具体化に連動していっ
たことを指摘している。
　⑵　続いて、第２章では、イギリスにおいても、アメリカやわが国と同じように、「競業禁止特約」の有
効性判断に「不確実性」があることが認識されていた点を指摘しつつ、この問題に対する一つの解決方法と
して、「ガーデン・リーヴ（garden leave）」と呼ばれる契約条項が980年代半ばに案出されたことが指摘さ
れる。この条項は、労働者は退職する場合には、退職の相当前（３ヶ月から ヶ月前）に使用者にその予
告義務を負うが、他方で、使用者は、労働者が退職するまでの間、当該労働者に労働を強制することはでき
ないが、報酬等の支払義務を負うとする条項である。本論文では、「競業禁止特約」とは異なり、使用者の
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経営資源に必要な保護を与えつつ、労働者にとっても「フェア（fair）」な取扱いとされて、イギリス判例では、
基本的に有効とする傾向にあることが分析されている。
　
　⑶　第３章では、この「ガーデン・リーヴ」条項が、わが国やアメリカにおける「競業禁止特約」の有効
性判断の「不確実性」の問題を解決する糸口となり得るかどうかについて検討が行われる。
　本論文は、アメリカの連邦および州レベルの判例には、ガーデン・リーヴ条項の有効性問題について判断
した先例をこれまでのところ見出せないが、競業禁止条項をめぐる不確実性の問題を解決する糸口となり得
るとの評価を加えている。
　他方、わが国においても、「ガーデン・リーヴ」条項の利用実態は、調査等の対象となっておらず、明確
ではないとしつつ、労働者の職業選択の自由（営業の自由）やキャリア形成の点で「ガーデン・リーヴ」条
項には法的な疑義があり、この条項の活用にあたっては、これを解消する必要があることを指摘している。
　ⅱ　「競業禁止特約」に関わる個別問題（引抜き禁止特約・解雇事例における特約の有効性・「不可避的開
示」の法理）の分析・評価に関わる第４章から第６章について
　⑷　第４章では、「競業禁止特約」と並ぶ競争制限的な特約である、労働者ないし顧客の「引抜き禁止特約」
を取り上げ、その有効性について、アメリカのケンタッキー州をはじめ複数の州の裁判所の判例の分析がな
されている。この中で、引抜き禁止特約は、「競業禁止特約」に比して労働者の競業自体を禁止するもので
ない点でその有効性がより認められやすいことが明らかにされている。
　⑸　第５章では、アメリカにおいて「競業禁止特約」の適用場面で問題となっている事例として、労働者
が解雇された場合に特約が有効に適用されるかどうかの問題を取り上げている。解雇の場合の「競業禁止特
約」の適用についてアメリカの州裁判所の判例の見解は分かれているが、解雇が法的に容易なアメリカにお
いては、労使両当事者間の交渉力に大きな差があり、一方的に使用者に利益を与えるものであることから、
本来的に不当なものである、との評価が下される傾向のあることが、判例の分析を通じて明らかにされている。
　⑹　第６章では、アメリカにおける979年のトレード・シークレット法の適用にあたって、「競業禁止特約」
がない場合でも、労働者の競業行為の差止の根拠として案出された「不可避的開示」の法理について検討が
加えられている。
　「不可避的開示」の法理とは、現実の不正行為がなくとも、現実の差し迫った不正行為が認められる場合
には、競業の差止めを認める法理である。衡平法上の「現実または差し迫った不正行為は差し止めることが
できる」との法理に基づく。　　
　本論文は、この法理について、その適用を肯定する判例が増加する傾向にあるが、使用者のトレード・シー
クレット保護に名を借りて、専門分野に優れた能力を発揮する労働者のキャリアの形成、維持、向上の機会
を奪いかねない、との批判的検討を加えている。
　ⅲ　「競業禁止特約」をめぐり英米法から得られた知見の整理と検討に関わる第７章、第８章について
　⑺　第７章と第８章では、アメリカで形成されてきた労働者の移動制限ルールをめぐる学説による議論を
手がかりに、「競業禁止特約」の有効性や有効性判断のあり方等について検討を行っている。そして、アメ
リカにおける「競業禁止特約」をめぐる「不確実性」の問題を踏まえた上で、それに関連するアメリカの判
例法理の展開に照らして、「競業禁止特約」の有効性判断について、わが国へは次のような示唆が得られる
ことが指摘されている。
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　「競業禁止特約」は、まず、「営業秘密」を保護する不正競争防止法による規制の代替的、補助的手段にす
ぎず、その有効性の結論が明確でなく、「不確実性」を伴う契約手法であり、創造的な労働者が迅速かつ容
易に同業他社へ転職あるいは同業他社を起業する際の妨げとなること、「営業秘密」等の知的財産を保護す
るためにそれに見合った適切な方法といえるか疑問であること等を理由に、既存の「競業禁止特約」の有効
性判断は根本的に見直されるべきであり、その有効性は慎重に審査がなされなければならないとする。
　
　ⅳ　補論
　⑻　第９章では、アメリカのプロスポーツ代理人と代理人が所属する事務所との「競業禁止特約」を特殊
事例として取り上げて、その実情や「競業禁止特約」を禁止してきたカリフォルニア州法の適用の是非や特
約違反をめぐる訴訟において特約の有効性を認めたスタインバーグ事件連邦裁判所判決の分析を行っている。
アメリカでは、990年代に入り、プロスポーツの代理人事務所が統合・再編され、寡占化が進行した実情が
あり、その状況下で「競業禁止特約」を代理人と結ぶ例が生まれ、プロスポーツ選手の代理人選任の自由と
の関係も含めて、その有効性を例外的にのみ認める判例による判断のあり方が分析、検討されている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
Ⅰ　審査経過
　本学位申請論文については、本学学位規程等に基づいて、05年６月9日に、３名の審査委員による公開
の口頭試問を実施した。この口頭試問においては、申請者から改めて本論文の問題意識および論文内容の概
略について説明を受けたうえで、審査委員との間で質疑応答がなされた。
　質疑応答においては、雇用関係終了後の「競業禁止特約」に関する英米判例の考え方について、本論文の
分析手法や分析内容等について議論が行われた。とりわけ、本論文の主要な問題関心である「競業禁止特約」
の合理性判断における「不確実性」の問題、およびイノベーションの促進に向けた「競業禁止特約」の有効
性判断のあり方の問題の２つの課題を中心に、わが国にどのような示唆がもたらし得るか等について質疑応
答が行われた。
Ⅱ　総合的評価
　本論文は、「競業禁止特約」の有効性判断における「不確実性」の問題をはじめとして、アメリカにおける「競
業禁止特約」の法的処理をめぐる様々な論点に関する裁判例の展開について、これに影響を与えたイギリス
法の歴史を正確に踏まえつつ、丹念に跡づけた論考である。わが国にはこのテーマに関して英米法の動向を
労働法の視点から本格的に跡付けた先行研究がほとんどなく、本論文は、雇用関係終了後の「競業禁止特約」
の有効性の問題を中心に、わが国における労働法研究の分野に貴重な知見をもたらすものであると言うこと
ができる。
　加えて、本論文は、これまでの「競業禁止特約」をめぐる、わが国労働法学説・判例における議論に、わ
が国の社会状況の変化を踏まえつつ再検討を促す新たな視点や検討材料を併せて提供する貴重な業績となっ
ていると評価することができる。わが国においては、労働力の流動化が高まりつつあり、これに伴って、退
職労働者による企業の「営業秘密」の漏洩・流出の問題が多発する社会状況にある。本論文は、こうした社
会状況を踏まえつつ、企業による自己防衛手段として一般的に利用されている「競業禁止特約」について、
特にその有効性判断の「不確実性」をどう解消するのかという未解決の課題に加えて、労使の利害調整の問
題を超えて、技術革新の一層の促進という産業政策的な視点からみて、そもそも「競業禁止特約」の有効性
判断はいかにあるべきかという、ややチャレンジングな問題提起を行っている。それら２つの課題を中心と
する本論文による私見の提示が、わが国における「競業禁止特約」に関する問題の再検討に重要な貢献をも
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たらし得るものと評価することができるということである。
　具体的には、まず「競業禁止特約」の有効性判断の「不確実性」の解消については、本論文が詳細に明ら
かにしているとおり、アメリカ連邦法のレベルでは、979年のトレード・シークレット法の制定以降、同法
にいう「営業秘密」の限度で企業利益の保護がなされているが、「営業秘密」の範囲を超える情報の漏えい
や顧客の引抜きを禁止する特約の有効性については、コモン・ロー上での処理がなされてきた。その際に適
用されている基準がまさに「合理の原則」といわれる基準であり、わが国で労使の利害調整のための基準と
して用いられている「合理性」基準に類似する基準が用いられてきた。その適用に関して、アメリカにおい
ても、わが国と同様に「不確実性」の問題の存在が認識されてきた。この問題について、本論文は、アメリ
カにおいても、この「不確実性」問題を完全に解決する基準が提示されているわけではないとしつつも、具
体的で明確な判断基準の確立に向けた動きがみられるとしている。とりわけ、州レベルでは、バラエティが
あるとはいえ、「競業禁止特約」の合理性判断にあたり、競業禁止が、①地理的制限や競業禁止期間の点で
使用者の正当な利益の保護の必要性を超えていないか、②労働者の地位や専門性の程度等から判断して労働
者の生活権を侵害していないか、③「競業禁止特約」が主として独占や価格支配を目的とし、社会に対して
損失を生むことで公序良俗に反していないか、といった判断要素が案出され、参考になるとまとめている。
本論文は、「競業禁止特約」の有効性についてアメリカにおけるこうした判断要素を用いた具体的な判断と
有効性の有無に関する厳格な判断傾向を明らかにしており、わが国でのこれまでの「合理性」判断の基準に
つき再検討を促す有用な示唆を引き出していると評価できる。　
　また、本論文は、イギリスにおいて、「競業禁止特約」が「不確実性」を伴うとして、その有効性が判例
上制限的に扱われたために、使用者の側で、「競業禁止特約」に代えて、「ガーデン・リーヴ」なる条項が案
出され、その利用が進んでいることに着目し、「ガーデン・リーヴ」条項の利用実態とともに、その有効性
を認める判例の傾向やその根拠を詳細に分析している。本論文は、この分析とともに、わが国においてこう
した条項の利用によって、「競業禁止特約」の持つ「不確実性」問題の解消が可能かどうかにつき検討を試
みており、貴重な示唆を与えるものとなっている。
　次に、本論文が提示した第２の課題である、技術革新の障害となり得る「競業禁止特約」をどう考える
かという点については、アメリカの州によっては、限定的であるが、その有効性を認める判例がある一方
で、カリフォルニア州におけるように、そもそも「競業禁止特約」を原則として禁止する立法例があること
や、ルイジアナ州におけるように、取引活動を制限する契約一般を禁止する立法の適用範囲に「競業禁止特
約」も含めて解釈する判例がみられること等、「競業禁止特約」の有効性に関して様々なスタンスがあり得
ることが分析されている。わが国におけるように、「競業禁止特約」を一応、有効としつつ、労働者保護の
視点から一定の枠をはめるという考え方に留まらない考え方のあることを明らかにしている。特に、技術革
新の促進の視点から「競業禁止特約」の適用範囲をできるだけ制限するべきであるとする本論文と同様のス
タンスを採る見解からは、立法政策だけでなく、法解釈のあり方の検討にあたり、アメリカにおけるこれら
の知見は貴重な示唆を与えるものと評価できる。
　本論文により得られる知見は、これら２点にとどまらない。「競業禁止特約」をめぐる個別の問題を扱っ
た各章からも有益な示唆を得ることができる。わが国ではまだ問題となっていないが、少なくとも整理解雇
による被解雇者への「競業禁止特約」の適用はわが国においても無効であろうし、あるいは、わが国におい
て利用されている「競業避止義務」は、労働者や顧客の「引抜き禁止特約」をも含む特約としての性格を持
つ場合が多い実態があるが、「競業禁止特約」と「引抜き禁止特約」のそれぞれの有効性をめぐるアメリカ
の判例の判断基準の違いも、「競業避止義務」の有効性判断において大いに参考となるといえる。
　以上のとおり、本論文による英米法における「競業禁止特約」についての広範な視点からの分析は、わが
国における「競業禁止特約」ついてのこれまでの処理方法に再検討を促すだけでなく、新たな論点について
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の知見をも提示するものとして、その成果は高く評価できる。
　ただし、本論文については、残された課題として次の点を指摘しておきたい。「競業禁止特約」をめぐる
英米の学説、判例の丹念な分析の成果を、わが国の「競業禁止特約」の問題処理にどのように具体的に取り
込んでいくことになるのかについて、さらに踏み込んだ具体的な検討作業が期待されることである。この点
の検討作業は、わが国における労働力の流動化の進行状況や「営業秘密」をめぐる不正競争防止法等、現行
の立法規制の今後の改正動向を見極めつつ進められることが求められるといえよう。
Ⅲ　結論
　以上、口頭試問による審査を踏まえ、３人の審査委員は、本学学位規程等に定められているとおり、本学
位申請論文が、「研究者として期待される独創的な研究成果を含むと評価できる論文」であること、また申
請者樫原義比古氏が、「研究者として自律して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる
豊かな学識を有すること」を確認することができた。
　よって、本論文が博士学位（乙号）（いわゆる論文博士学位）の申請論文としての水準を十分に充たす研
究業績である、との結論に全員一致で達したことを、ここに報告する次第である。
